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第２期の方向性 
（平成 20・21年度） 

＜役割＞ 
自治基本条例に基づく自治運営の基本原則である情報共有、参加及び協働の取組を推
進し、市民とともに担う新たな公共の仕組みづくりに向けて、各種制度・施策の実施
状況、課題等を明らかにする。 

・区役所機能の強化
・区総合行政推進規則の推進 
・区民会議の運営 
・各種広報制度の運営 
・総合コンタクトセンターの運営 
・協働のルールの策定 
・市民活動支援 
・区における市民利用施設のネット
ワーク化 
・パブリックコメント手続 
・住民投票制度 
・要綱の公表

第１期の方向性 
（平成 18・19年度）

川崎市自治推進委員会の運営について 

第１回 (平成 19 年２月７日)
自治基本条例の制度 

第２回（平成 19 年３月 29 日）
区民会議の取組  

第３回 (平成 19 年５月 31 日)
協働のまちづくりの取組 
 ・協働のルール 
・協働型事業 
 ・市民活動支援 
・区における市民利用施設ネット
ワーク化 

第 5回 (平成 19 年９月 27 日)
区民会議における論点整理 
 地域課題の解決プロセスにおける情報共有、
参加及び協働の取組について 

第６回 (平成 19 年 11 月２８日)
・自治基本条例に基づく主な制度・施策の運営状
況等について 
・自治推進委員会報告書の柱立てについて 

第７回 (平成 20 年２月中旬予定)  
報告書の取りまとめなど 

フォーラム等の開催 （平成 20年３月）

講演会／矢島委員 
（平成 19 年５月 16 日） 
「市民と行政のためのコミュニケ
ーション活動をきく。」 
―自治推進に向けての広報戦略― 

・参加と協働のまちづくりに向けた情報共有・情報

発信 

・シニア世代を含めた幅広い世代が地域で活躍でき

る場づくり 
参加と協働による課題解決に向

けた市民協働の拠点としての区

役所の推進 

＜役割＞
自治運営の基本原則である情報共
有、参加及び協働の取組を推進し、
市民が地域で生き生きと活躍でき
るまちづくりを実現するための調
査審議を行う。 

第 3期の方向性 
（平成 22・23年度） 

第４回 (平成 19 年７月 30 日)
市民自治を推進するための効果的・効率的な情
報発信・情報共有の手法 
・市の広報 
・市の報道 
・委員提案 
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